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に関する規範（Equity Norms）として，「人間の共同遺産」（Common Heritage 
of Mankind）を取り上げ，その制度化（institutionalization）について論じている。
また，Segger et al.（2003）は，1992年の国連環境開発会議（United Nations 
Conference on Environment and Development: UNCED）と2002年の持続可能な開










































































































































































ともあり，先進国（OECD 諸国）から途上国（非 OECD 諸国）への処分目的
での有害廃棄物の輸出禁止が決議された。また，1997年末までに，リサイク




















定では，附属書 VII 国に関する議論は Ban 改正が発効するまで封印すること
が決議された（IV/ ₈ ）。また，同決議のなかでは，法・技術専門家サブグル
ープ（the Sub-group of Legal and Technical Experts）の協力のもと，技術ワーキ




議で話し合われた。有害廃棄物の越境移動を附属書 VII 国，非附属書 VII 国
に分けて分析を行った第一部の作業と，附属書 VII の環境・経済面でのイン













































附属書 VII 国から附属書 VII 国 7,308,944 7,696,721 8,342,406
非附属書 VII 国から附属書 VII 国 105,515 166,260 200,610
附属書 VII 国から非附属書 VII 国 336,818 281,936 28,763
非附属書 VII 国から非附属書 VII 国 678,187 705,303 776,165
（出所）　Secretariat of the Basel Convention “Transboundary Waste Movement among Non-Annex 















バーゼル条約締約国会議決定 II/12および III/ ₁ においては，先進国と途上国









　OECD や EU に加入している国は，相対的に有害廃棄物の管理能力が高い










































1995 2011 1996 2011 1996 2011 2005 2010
シンガポール 26,830 59,790 2.116 -0.19 2.168 2.12 54.0b） 56.4 
香港 23,230 51,490 1.267 0.51 1.498 1.84 ― ―
ブルネイ 41,690 49,790a） 0.993 -0.63 0.536 0.84 ― 62.5 
日本 22,740 35,530 0.993 1.02 1.044 1.50 57.3 63.4 
韓国 12,420 30,340 0.625 0.71 0.262 0.45 43.0 57.1 
ポーランド 7,310 20,480 0.732 1.04 0.539 0.51 45.0 63.5 
トルコ 5,280 17,340 -0.030 -0.17 -0.231 0.10 46.6 44.8 
アルゼンチン 7,660 17,250 0.280 0.35 -0.215 -0.39 62.7 56.5 
チリ 7,160 16,330 1.279 1.06 1.451 1.57 53.6 55.3 
マレーシア 7,080 15,190 0.742 1.00 0.510 0.00 54.0 62.5 
ルーマニア 5,340 15,140 -0.506 0.41 -0.224 -0.20 46.2 48.3 
メキシコ 6,490 15,060 0.074 0.09 -0.450 -0.36 46.2 49.1 
ブラジル 6,190 11,500 -0.151 0.50 -0.074 0.17 62.2 60.9 
南アフリカ 5,980 10,790 0.859 0.57 0.759 0.03 46.2 34.5 
中国 1,480 8,450 -0.298 -1.64 -0.253 -0.67 38.6 42.2 
タイ 4,550 8,390 0.285 -0.45 -0.208 -0.37 49.7 60.0 
エジプト 2,860 6,160 -0.146 -1.13 -0.068 -0.68 44.0 55.2 
インドネシア 2,140 4,530 -0.399 -0.08 -0.563 -0.68 48.8 52.3 
フィリピン 2,120 4,160 -0.147 -0.01 -0.179 -0.78 42.3 57.4 
ベトナム 990 3,260 -0.491 -1.48 -0.346 -0.63 42.3 50.6 
パキスタン 1,460 2,880 -0.587 -0.83 -1.156 -1.00 39.9 39.6 
ナイジェリア 1,060 2,300 -0.975 -0.76 -1.156 -1.14 45.4 40.1 
カンボジア 650 2,260 -0.877 -0.91 -0.967 -1.10 50.1 55.3 
バングラデシュ 700 1,940 -0.728 -0.31 -0.736 -1.00 44.1 42.5 








c）ESI: Environmental Sustainability Index （環境持続可能性指標） 





















約のように OECD や EU に入ることで，新たな義務が課せられるというや
り方は，経済発展により自動的に義務が生じる枠組みであるという点で，意
味のある枠組みといえる。

















































施　　　　設 　　2001 　　2005 　　2010
Kualiti Alam 社 76,334 18.2 85,735 15.6 133,674 7.1 
Trinekens（Sarawak）社 ― ― 8,423 1.5 12,161 0.7 
海外のリサイクル施設への輸出 2,675 0.6 5,224 1.0 1,517 0.1 
国内のリサイクル施設 123,670 29.4 149,569 27.2 875,978 46.6 
施設外医療廃棄物焼却炉 7,863 1.9 17,650 3.2 16,781 0.9 
施設内での処理 156,619 37.0 120,345 21.9 805,366 42.8 
施設内での貯蔵 53,037 12.6 161,968 29.5 35,456 1.9 





2 ．途上国に分類される高・中所得国と Ban 改正
　上述のマレーシアのように，OECD や EU に加盟していなくても，管理能
























































































































（出所）　バーゼル条約ウェブサイトに掲載の Country Fact Sheet より筆者作成（http://www.basel.
int/Countries/Countryfactsheets/tabid/1293/Default.aspx）。
（注）　1） リサイクル施設：Country Fact Sheet では，“Recovery/Recycling/Reuse”施設となって
いる。
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